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１． ４Ｋ・８Ｋ放送の推進と現状

（１） ４Ｋサービスの推進状況

（２） 衛星放送における４Ｋ放送

（３） ４Ｋ試験放送の終了

（４） ケーブルテレビにおける４Ｋ実用放送の開始に向けて

（５） 2015年12月1日、 4K実用放送開始のケーブルテレビ事業者

（６） ＩＰＴＶ等による４Ｋ実用放送の開始

（７） 国内の主な４Ｋ動画配信サービス

（８） 諸外国の４Ｋサービスの推進

２． ４Ｋ・８Ｋ放送に関する環境整備

（１） ４Ｋ・８Ｋ受信機の円滑な市場導入

（２） HDR（High Dynamic Range）技術の導入

（３） 審議スケジュール（案）

（４） 代表的なHDR方式の比較

（５） ITUにおける議論

３． その他

（１） ２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会の開催

（２） ２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会 構成員名簿

（３） ２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 検討体制

（４） ２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 概要

（５） ４Ｋ・８Ｋの推進
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１．４Ｋ・８Ｋ放送の推進と現状



３月 スカパーＪＳＡＴが124/8ＣＳ放送により４Ｋ実用放送を開始

４月 スカパーＪＳＡＴがＩＰＴＶ等により４Ｋ実用放送を開始

５月 ジュピターテレコムが４ＫＶＯＤサービスを開始

１１月３０日 ＮＴＴぷららが４Ｋ実用放送を開始

１２月１日 ケーブルテレビによる４Ｋ実用放送を開始

１（１） ４Ｋサービスの推進状況

２０１４年

２０１５年

６月 次世代放送推進フォーラム等が衛星放送（ＣＳ）、ケーブルテレビ、ＩＰＴＶにおいて

４Ｋ試験放送を開始。

１０月 ＮＴＴぷららが４ＫＶＯＤサービスを開始

２０１６年

年内 ＮＨＫ及びＮＨＫ以外の基幹放送事業者が衛星放送（ＢＳ：衛星セーフティネット終

了後の空き周波数［ＢＳ１７ｃｈ］）において４Ｋ・８Ｋ試験放送を開始予定
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１（２） 衛星放送における４Ｋ放送

スカパー！４Ｋ総合／４Ｋ映画（実用放送）

（１） サービス名称 スカパー！プレミアムサービス（うち２チャンネル＜総合／映画＞）

（２） サービス開始時期 2015年3月1日

（３） 放送主体 株式会社スカパー・ブロードキャスティング

（４） 視聴可能なメディア 東経124/128度CSデジタル放送

（５） 視聴可能な機器 ４Ｋ放送対応のスカパー！プレミアムサービスチューナー搭載機器

（６） 視聴料金 総合チャンネル（スカパー有料チャンネル契約者は無料）

映画チャンネル（１作品500～700円程度）

（７） 提供コンテンツ Ｊリーグやその他のスポーツ、映画、音楽ライブ等

Channel ４Ｋ（試験放送）

（１） チャンネル名称 Channel 4K（ちゃんねるよんけい）

（２） 放送期間 2014年6月2日～2016年3月31日（予定）

（３） 放送主体 一般社団法人 次世代放送推進フォーラム（NexTVフォーラム）

（４） 視聴可能なメディア 東経124/128度CSデジタル放送 チャンネル番号502

（５） 視聴料金 無料

（６） 視聴方法 「４Ｋテレビ」、「専用のチューナー」及び衛星放送を受信するための
「アンテナ」が必要。
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H28年3月

H27年12月

H27年11月

H27年3月

H26年6月

１（３） ４Ｋ試験放送の終了

● 平成２７年１１月２７日、一般社団法人次世代放送推進フォーラムは、平成２６年６月２日より放送を続けてきた４Ｋ試験放送

「Channel 4K」について、平成２８年３月２１日に番組終了、同年３月３１日に放送を終了すると発表

４Ｋ試験放送 ４Ｋ実用放送

124/128度CS放送におい
て、４Ｋ試験放送開始

放送終了

ケーブルテレビにおいて
実用放送「ケーブル４Ｋ」

開始

IPTVにおいて
４Ｋ実用放送開始

124/128度CS放送におい
て、４Ｋ実用放送開始

（１）チャンネル名称
Channel 4K（ちゃんねるよんけい）

（２）放送期間
平成２６年６月２日（月）１３：００

～平成２８年３月３１日（木）２４：００
（３）放送主体

一般社団法人 次世代放送推進フォーラム（NexTVフォーラム）
（４）視聴可能なメディア

① 東経124/128度CSデジタル放送 チャンネル番号502
② ケーブルテレビ（J：COM等）
③ ＩＰＴＶ（ＮＴＴぷらら）

（５）番組編成
一日７時間 （１２時～１９時）の編成。
※土日は１２時間（１０時～２２時）

① フォーラム会員社が制作した
様々なジャンルの４Ｋの「放送番組」

② 上記をダイジェスト編集したもの。
③ テレビメーカ等が保有する、各種ＰＲ用４Ｋコンテンツ

（６）視聴料金 無料
（７）受信方法

①「４Ｋテレビ」に、専用の「チューナー」を接続。
②衛星放送を受信するための「アンテナ」も必要。
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１（４） ケーブルテレビにおける４Ｋ実用放送の開始に向けて

実用放送の概要

● ＣＡＴＶ業界は、CATV業界による４Ｋ実用放送（「ケーブル４K」）を
2015年12月１日から開始。

※ なお、CATV事業者の４Ｋ-ＶＯＤサービスは、2015年５月に開始されている。

（１） 名称 「ケーブル４K」 （CATVにおける４K専門チャンネル）

（２） 実施事業者 全国のCATV事業者（３９社が実施。その他、８３社が実施予定（１２月１日現在））

（３） 視聴可能な機器 ４K対応STBを接続した４K対応テレビ

（４） 提供コンテンツ 全国のCATV事業者が制作した４Kコンテンツを
中心とした編成 （日本ケーブルテレビ連盟とCATV事業者が共同制作した
ドキュメンタリー番組「けーぶるにっぽん」等。番組制作を行うCATV事業者には
日本ケーブルテレビ連盟や日本ケーブルラボが必要な4K機器をレンタル）

（※） なお、株式会社ジュピターテレコムは、2015年５月、「４K Smart J:COM Box」の名称で、CATVによる４K-VODを
開始している。同サービスを接続した４K対応テレビにより、月額1300円で視聴可能。提供コンテンツは、映画、
ドキュメンタリー、バラエティ、紀行、グラビア等。
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１（５） 2015年12月1日、 4K実用放送開始のケーブルテレビ事業者

● 12月1日から「ケーブル4K」による放送を開始した事業者は、以下の３９社

北海道
（1社）

株式会社ジェイコム札幌

東 北
（3社）

株式会社八戸テレビ放送、株式会社秋田ケーブルテレビ、株式会社ニューメディア

関 東
（10社）

土浦ケーブルテレビ株式会社、ケーブルテレビ株式会社、株式会社ジェイコムさいたま、株式会社ジェイコムイースト、
株式会社ジェイコム東京、東京ベイネットワーク株式会社、株式会社南東京ケーブルテレビ、株式会社ジェイコム千葉、
イッツ・コミュニケーションズ株式会社、株式会社ジェイコム湘南

信 越
（2社）

須高ケーブルテレビ株式会社、株式会社テレビ松本ケーブルビジョン

東 海
（7社）

シーシーエヌ株式会社、株式会社キャッチネットワーク、スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社、
知多メディアスネットワーク株式会社、中部ケーブルネットワーク株式会社、ひまわりネットワーク株式会社、株式会社ZTV

北 陸
（1社）

福井ケーブルテレビ株式会社

近 畿
（1社）

株式会社ジェイコムウェスト

中 国
（4社）

株式会社中海テレビ放送、日本海ケーブルネットワーク株式会社、出雲ケーブルビジョン株式会社、株式会社ケーブルネット下関

四 国
（4社）

ケーブルテレビ徳島株式会社、香川テレビ放送網株式会社、株式会社愛媛CATV、株式会社ハートネットワーク

九 州
（6社）

株式会社ジェイコム九州、九州テレ・コミュニケーションズ株式会社、株式会社長崎ケーブルメディア、
大分ケーブルテレコム株式会社、株式会社ケーブルメディアワイワイ、宮崎ケーブルテレビ株式会社
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１（６） ＩＰＴＶ等による４Ｋ実用放送の開始

NTTの光サービスを利用して、スカパーJSAT及びNTTぷららが４K実用放送を開始

１．スカパーJSAT

２．NTTぷらら

（１） 名称 スカパー！プレミアムサービス光
（「スカパー！４Ｋ映画」・「スカパー！４Ｋ総合」・「Channel ４Ｋ」の３チャンネル）

（２） 開始年月日 平成２７年４月４日

（３） 視聴可能な機器 ４Ｋ放送対応のスカパー！プレミアムサービス チューナー搭載機器

（４） 提供コンテンツ Ｊリーグやその他のスポーツ、映画、音楽ライブなど

（１） 名称 ひかりＴＶ ４Ｋ（従来の提供コンテンツに４Ｋコンテンツを追加）
①４Ｋ ＶＯＤ、②４Ｋ-ＩＰ放送（ 「ひかりＴＶチャンネル ４Ｋ」 ・ 「モデルプレイスＴＶ

by ひかりＴＶ ４Ｋ」 ）

（２） 開始年月日 ①平成２６年１０月２７日

②平成２７年１１月３０日 （ひかりＴＶチャンネル ４Ｋ）
平成２７年１２月１９日 （モデルプレイスＴＶ by ひかりＴＶ ４Ｋ）

（３） 視聴可能な機器 「ひかりＴＶ」チューナー内蔵４Ｋテレビもしくは「ひかりＴＶ」チュナーを接続した

４Ｋテレビ

（４） 提供コンテンツ ドラマ、ドキュメンタリー、映画、エンタメ情報など
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サービス
名

ひかりＴＶ
４Ｋ

４Ｋアクトビラ
J:COM

オンデマンド
フジテレビ

オンデマンド
Netflix

プライム・
ビデオ

dTV

運営
主体

NTTぷらら アクトビラ
ジュピター
テレコム

フジテレビ ネットフリックス Amazon NTTドコモ

開始
時期

2014年10月27日
2014年12月11日
2015年7月6日

（有料配信開始）
2015年5月29日 2015年7月6日 2015年9月1日 2015年9月24日 2015年11月25日

サービス
概要

○オリジナル作品
やNHKオンデマ
ンドをはじめとす
る各社制作のド
キュメンタリー、
映画、ドラマ、バ
ラエティなどの約
350本の4Kビデ
オを提供中

○入会⾦・月額基本
料は不要で市販の
「４Kアクトビラ」対応
テレビで利用可能に
なる

○昨年12月よりグル
メ、スポーツ、ドキュ
メンタリーなど、約
30本を無料配信

○7月より「NHKオン
デマンド」「旅チャン
ネル」の有料配信を
開始

○｢４Ｋ Smart J:COM
Box」に加入すれば、
４Ｋコンテンツを無
料で視聴可能

○ドキュメンタリーや
バラエティ、紀行な
どの４Ｋ作品を提供。
今後は、ハリウッド
映画の配信やオリ
ジナルコンテンツの
制作も検討

○フジテレビオンデ
マンド内に新設さ
れた４Ｋ動画コー
ナー「FOD LABO」
において、「タイム
トリップ軍艦島」な
どの４Ｋ動画を公
開中

○民放初の４Ｋ動画
配信

○フジテレビと中国
の番組配信会社と
の共同制作ドラマ
も配信予定

○すでに海外では
自社制作ドラマ「ハ
ウス・オブ・カード」
を2014年４月より４
Ｋにて配信中

○日本やアメリカ
の映画やテレビ
番組、人気アニ
メ 、 ミ ュ ー ジ ッ
ク・ライブ、バラ
エ テ ィ 番 組 、
Amazon オ リ ジ
ナ ル 作 品 を 提
供

○４Kディスプレイを
備 え た ス マ ー ト
フォンの登場にあ
わせ、スマートフォ
ン向け4K画質の
映像を配信

○dTV独占のオリジ
ナルドラマや、ライ
ブ映像、ミュージッ
クビデオなどの一
部コンテンツを4K
画質で配信予定

料金体
系

（税込）

ひかりＴＶを契約し
ていれば無料で
視聴可能

<対象プラン>
・お値打ちプラン

月額2,700円
・テレビおすすめ

プラン
月額1,620円 他

・単品
：108円～216円

＜例＞
・ J ： COM TV ス タ ン

ダードスマートおとく
プラン月額5,702円

＋｢４Ｋ Smart J:COM
Box」月額1,404円

＝7,106円

・月額会員（無料～）
になればＰＣから
視聴可能

・プレミアム
月額1,566円
標準画質（４Ｋ）
同時ストリーミング
数：４

・Amzonプライム
会員（年会費
３，９００円）で
あれば、無料

・月額 540円
※現行のdTVの料

金

１（７） 国内の主な４Ｋ動画配信サービス

（出典：各社ホームページ、報道資料より作成）
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１（８） 諸外国の４Ｋサービスの推進

・ DIRECTV（衛星放送）が2016年初期からの４Ｋ放送サービス開始予定。

・ Amazonが、2014年12月から、動画配信サービス「Prime Instant Video」を通じて、4K
VODサービスを開始。2015年６月から、ＨＤＲに対応した４Ｋコンテンツ配信を開始。

・ Netflixが2014年４月から４Ｋコンテンツのストリーミング配信を開始しており、2015年９月
からは日本でもサービス開始。

韓 国

・ KT Skylife（衛星放送）が2014年６月に４Ｋの試験放送を開始し、2015年６月より４Ｋの本
放送（３ch）を開始し、ＫＴ系列のKT IPTV Olleh TV（IPTV）でもこれら３チャンネルの他４Ｋ
ＶＯＤを提供。2018年には８Ｋ試験放送を検討。

・ Home choice（ケーブル）が2014年４月より４Ｋ本放送を開始。

欧 州

・ スペインでは、HISPASAT（衛星放送）が2013年に４Ｋ試験放送を開始。

・ フランスでは、EUTELSAT（衛星放送）が2014年に４Ｋ試験放送を開始。

・ ドイツでは、pearl.tv（衛星放送）が2015年９月に４Ｋ無料放送の開始。

・ イギリスでは、ＢＴ（ＩＰＴＶ）が2015年８月から４Ｋサービス（スポーツ中継）の開始。

米 国
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※ データ放送（１番組）、音声放送（１番組）を除く。

1ch (11.72748GHz) 3ch (11.76584GHz) 13ch (11.95764GHz) 15ch (11.99600GHz)

BS朝日

総合編成

BS-TBS

総合編成

WOWOW
プライム

総合娯楽

BS Japan

総合編成

BS日テレ

総合編成

BSフジ

総合編成

NHK
BS1

NHK
BSプレミアム

(24) (24) (24) (24) (24) (24) （23） （21.5）

5ch (11.80420GHz) 7ch (11.84256GHz) 9ch (11.88092GHz) 11ch (11.91928GHz)

BS11

総合編成

スターチャン
ネル １

映画

ＴｗｅｌｌＶ

総合編成

WOWOW
ライブ

総合娯楽

WOWOW
シネマ

総合娯楽

スター
チャンネ

ル ２

映画

スター
チャンネ

ル ３

映画

ＢＳアニマッ
クス

アニメ

ディズ
ニー・
チャン
ネル

総合
娯楽

【ＳＤ】

放送大学

大学教育放送

FOXスポーツ
＆エンターテ

イメント

総合娯楽

BS
スカパー！

総合娯楽

(24) (24) (13) (13) (16) (6) (18) (15) (15) (16) (16) (16)

17ch (12.03436GHz) 19ch (12.07272GHz) 21ch (12.11108GHz) 23ch (12.14944GHz)

（４Ｋ・８Ｋ試験放送を実施予定）

ｸﾞﾘｰﾝﾁｬﾝﾈﾙ

農林水産情報・

中央競馬

イマジカ
BS・映画

映画

ＢＳ釣りﾋﾞｼﾞｮﾝ

娯楽・趣味

BS日本映画

専門チャンネル

映画

Ｄｌｉｆｅ

総合編成

J SPORTS
1

スポーツ

J SPORTS 
2

スポーツ

J SPORTS 
4

スポーツ

J SPORTS 
3

スポーツ

(48) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16)

(スロット数)

(スロット数)

(スロット数)

（参考） ＢＳ放送のテレビ番組のチャンネル配列図

放送番組数（平成27年10月1日現在）
HD28番組 SD1番組 合計29番組
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（参考） 東経１１０度ＣＳ放送のテレビ番組のチャンネル配列図

放送番組数（平成27年10月1日現在）
HD21番組 SD33番組 合計54番組

ND2 (12.291GHz) ND4 (12.331GHz) ND6 (12.371GHz) ND8(12.411GHz)
シーエス・ワンテン シー・ティ・ビー・エス

スカパー・エンター
テイメント

シーエス

映画放送

インタラク

ティーヴィ

囲
碁
・
将
棋
チ
ャ
ン
ネ
ル

ス
カ
イ
・Ａ
ｓ
ｐ
ｏ
ｒ
ｔ
ｓ
＋

サテライト・サービス
インターローカ

ルメディア シーエス・ワンテン ＳＣサテライト放送
シーエス・
ワンテン

デ
ィ
ズ
ニ
ー
ジ
ュ
ニ
ア

東
映
チ
ャ
ン
ネ
ル

衛
星
劇
場

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
２

ニ
ュ
ー
ス
・情
報
・ス
ポ
ー
ツ

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
１

ド
ラ
マ
・
バ
ラ
エ
テ
ィ
・ア
ニ
メ

Ｔ
Ｂ
Ｓ
チ
ャ
ン
ネ
ル
１

ス
カ
パ
ー
！
プ
ロ
モ
１
０
０

ザ
・
シ
ネ
マ

チ
ャ
ン
ネ
ル
Ｎ
Ｅ
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（出典：電子情報技術産業協会（JEITA） 「民生用電子機器国内出荷統計」）

（％）

37型以上の割合

37型以上の台数

（※ 統計上区分がないため仮置きの数値）

【国内テレビ出荷台数の推移】

・ 50型以上の薄型テレビの販売台数における、４Ｋ対応テレビの

割合はメーカー各社が 新商品を投入したこともあり、2015年11月

には６割を超えた。

【４Ｋ対応テレビの販売状況（国内：月別）】

・ 液晶テレビの出荷台数全体における「37型以上」の割合は

「 2006年： 18.2 ％ 」 ⇒ 「 2013年： 36.9 ％ 」と進展。

・2014年もさらなる進展の傾向にあり、約40％に達している。

（参考）テレビ受信機市場と４Ｋテレビの普及

40.5%

29.7%

51.7%
52.9%

68.0%

0%
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80%

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

50型以上における４Ｋ対応テレビの台数比率

（出典：「ＢＣＮランキング」 ）

2014年 2015年

※

● テレビ受信機の日本国内市場は需要回復せず、 2014年の累計出荷台数549万台と依然厳しい状況。（2002年時の約6割）

● 一方で、大型化の進展や販売好調な４Ｋ対応テレビが順調にシェアを拡大するなど、回復の材料も見えつつある。

13



２．４Ｋ・８Ｋ放送に関する環境整備



２（１）４Ｋ・８Ｋ受信機の円滑な市場導入

４Ｋ・８Ｋ受信機の円滑な市場導入のためには、消費者の誤認や混乱を防止する観点から、以下のとおり、一般社団法人電子情
報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）においてガイドラインを作成・改訂・提供することにより、店頭での分かり易い説明の実施につなげるこ
とが必要。・・・（中略）・・・

(ア) 現行の高度ＢＳ・ＣＳに非対応の４Ｋ対応テレビ、４Ｋテレビに対するガイドラインの改訂
一般社団法人電子情報技術産業協会「４Ｋ・８Ｋ関連テレビ受信機のカタログ等表記ガイドライン」を、消費者に誤認や混乱を

生じさせないよう、今後始まるサービス呼称を明示したガイドラインへの改訂に向けて検討を進める。
（例）今後新たに始まる高度ＢＳ・高度ＣＳ（仮称）を楽しむには、今後発売される別売のチューナー内蔵機器が必要です。

(イ) 今後の高度ＢＳ・ＣＳに対応した受信機のためのガイドラインの発行、改訂
上記ガイドラインに、高度ＢＳ・ＣＳ関連の対応するサービス名称・ロゴ等の表示、及び必要な注意書き等をアップデートする方

向で検討する。注意書き、ロゴについては、サービスに関する必要事項等が明確になり次第、ガイドラインの発行、改訂を行う。

第二次中間報告（2015年7月30日公表） P.20より抜粋

（ＪＥＩＴＡホームページから抜粋）

現在メーカー各社から販売されている４Ｋ対応テレビや４Ｋテレビには、「Ｂ

Ｓ・110 度ＣＳによる４Ｋ・８Ｋ放送」を受信する機能は搭載されておりませ

ん。実用放送に向けて商品化が期待される「ＢＳ・110 度ＣＳによる４Ｋ・８Ｋ

放送」の受信機能を搭載した外部機器と接続することで、新たな４Ｋ放送を

視聴できるよう準備が進められています。

ＪＥＩＴＡの取組（2015年7月30日発表）

「４Ｋ・８Ｋ放送」サイトの立ち上げ、バナーの設置
（http://home.jeita.or.jp/cgi-bin/page/detail.cgi?n=816&ca=14）

バナー
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（参考）ＪＥＩＴＡホームページ 16



SDR表示（Standard Dynamic Range）

HDR表示（High Dynamic Range）

2015年11月２日 情報通信審議会情報通信技術分科会放送システム委員会において「放送システムに関する技
術的条件」のうち「超高精細度テレビジョン放送システムに関する技術的条件」のうち
「超高精細度テレビジョン放送システム等の高画質化に係る技術的条件」の検討開始

11月12日～26日 HDRの方式について提案募集を実施

2016年３～４月（予定） 技術的条件の取りまとめ

検討のスケジュール

○対応テレビ（民生用）
・一部の４Ｋテレビ、４Ｋ対応テレビにおいて、ソフトウェアアップデートにより対応

○動画配信サービス
・Amazon (米、英、独)…HDRコンテンツの配信を開始
・Netflix…年内に開始予定

○UHDブルーレイ
・HDRコンテンツを収録可能

○ 表示装置の技術向上により、「黒」の表示輝度を変えずに表示装置の最大輝度
（ピーク輝度）を増大することが可能（ダイナミックレンジを拡大することが可能）

○ 現実に近いハイライト再現（鏡面反射や光沢の再現）、ハイライト部の白飛びなど
の改善効果により、新たな視聴体験を提供することが可能

ＨＤＲへの対応状況

ＨＤＲの概要

（参考）ITU-Rでは、HDR-TVの技術パラメータを規定した新勧告を策定するべく検討中。

２（２） HDR（High Dynamic Range）技術の導入 17

（画像提供：NHK）



２（３）審議スケジュール（案）

H27.10 11 12 H28.1 2 3

放送システム委員会

4

情報通信審議会
情報通信技術分科会

ＨＤＲ作業班

△
#51

(11/2)

△
#1

(11/2)

△
(11/17)

△
#2

(12/11)

△
#3

△
#4

△
#53

△
#54

△
(3月期)

報告

報告

作業指示

提案
募集

報告

作業指示

提案の聴取、
方式のデモ

検討課題・
技術動向等の整理、
要求条件の検討

報告書案
検討

技術的条件（案）
を含む
報告書検討

技術的条件に関する
意見募集

ITU-R SG6
2016/2/5

ITU-R WP6C
2016/2/1~4

△
#52

(12/11) 委員会報告書
（案）

とりまとめ

要求条件
（案）の報告

審議開始、
作業班設置、
提案募集に係る
報道発表の
実施について
ご了承いただく

○
報道発表
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２（４） 代表的なHDR方式の比較

Hybrid Log-Gamma Perceptual Quantizer

準拠規格 ARIB STD-B67 SMPTE ST 2084

コンセプト
・輝度値を相対的に扱う（従来の考え方）
・従来のテレビと互換性のあるガンマカーブ

・最大10,000cd/m2の輝度値を絶対輝度で扱う
・人間の視覚特性に基づく新たなガンマカーブ

映像信号
・「黒」と「白」の間の相対表現

コード64(10bit)が「黒」
コード940(10bit)が「ピーク白」

・コード値と輝度絶対値の関係を規定
コード64(10bit)が0.01 cd/m2

コード1019(10bit)が10,000 cd/m2

規定
OETF側（カメラ側）を規定
（従来のテレビと同様）

EOTF（ディスプレイ側）を規定

放送方式におけ
る信号規定

OETF Inverse EOTF

第52回 情報通信審議会放送システム委員会 資料５２－３別紙より抜粋
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２（５）ITUにおける議論

• ITU-Rでは、HDR-TVの技術パラメータを規定した新勧告を策定するべく検討中。

• ITU-RでのHDRに関する議論は、2012年4月に米国（ドルビー）からの規格の提案

により開始。その後、蘭フィリップス（2013年10月）、英BBC（2014年3月）、日本

（2014年11月）も提案を行い、2015年2月の会合でITU-R勧告草案の作業文書を

策定。

• 作業文書では、HDRの非線形伝達関数を２方式（Hybrid Log-Gamma方式、

Perceptual Quantizer方式）に集約。

• Hybrid Log-Gamma :英BBC・日本NHK提案（輝度値を相対値として扱う）

• Perceptual Quantizer :米ドルビー提案、蘭フィリップス提案（ディスプレイの輝度の絶対値を映

像信号値と関連付ける）

• 2015年7月の会合では、これら２方式、３提案の統合について議論され、新勧告

草案（ITU-R Rec.BT.[HDR-TV]）を策定。しかし、３提案の併記が認められなかった

ことから、来年1月～2月の次回会合でも引き続き検討を実施。

• なお、Hybrid Log-Gamma方式である英BBC・日本NHK/民放連の提案内容は、本

年7月3日にARIB規格（ARIB STD-B67（スタジオ規格））として策定済。
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地上

ＢＳ ＣＳ

広帯域伝送方式
高度広帯域

伝送方式
狭帯域伝送方式

高度狭帯域

伝送方式
広帯域伝送方式

高度広帯域

伝送方式

使用周波数帯 UHF帯 11.7～12.2GHz 12.2～12.75GHz

伝送帯域幅 5.7MHz 34.5MHz 34.5MHz 27MHz 27MHz 34.5MHz 34.5MHz

変調方式※１

（DQPSK,）
QPSK,16QAM, 

64QAM

BPSK, QPSK,
TC8PSK

π/2シフトBPSK, 
QPSK, 8PSK, 

16APSK
QPSK 8PSK

BPSK, QPSK,
TC8PSK

π/2シフトBPSK, 
QPSK, 8PSK, 

16APSK

変調速度 ---- 28.86Mbaud 33.7561Mbaud ---- ---- 28.86Mbaud 32.5941Mbaud

情報レート
（標準レート）

約18Mbps
64QAM, 3/4, 
ガード比:1/8

最大約52Mbps

（TC8PSK, 2/3）

約100Mbps

（16APSK, 7/9）
約29Mbps 最大45Mbps

最大約52Mbps

（TC8PSK, 2/3）
最大約70Mbps

誤り訂
正方式

内符号 畳込符号化※１
畳込符号化※１

又はTC（2/3）
LDPC※２ 畳込符号化※１ LDPC※３ 畳込符号化※１

又はTC(2/3)
LDPC※２

外符号 短縮化RS※４ 短縮化RS※４ 短縮化BCH※５ 短縮化RS※４ BCH 短縮化RS※４ BCH短縮化※５

スクランブル方式 MULTI2 AES, Camellia MULTI2
MULTI2, AES, 

Camellia
MULTI2 AES, Camellia

多重化方式 MPEG-2 Systems
MPEG-2 TS
MMT･TLV

MPEG-2 Systems
MPEG-2 TS
MMT･TLV

映像符号化方式 MPEG-2 H.265 | HEVC MPEG-2
MPEG-2，H.264

又はH.265
MPEG-2 H.265 | HEVC

音声符号化方式 MPEG-2 AAC
MPEG-4 AAC※６､７

MPEG-4 ALS※８ MPEG-2 AAC※９

MPEG-2 AAC,
MPEG-4 AAC※７

MPEG-4 ALS※８

MPEG-2 AAC MPEG-2 AAC※６

映像入力フォー
マット

480/I,480/P,720/P,1080/I
1080/I, 1080/P

2160/P, 4320/P

480/I,480/P,

720/P,1080/I

1080/I, 1080/P

2160/P

480/I,480/P,

720/P,1080/I

1080/I, 1080/P

2160/P, 4320/P

色域 ITU-R BT.709
ITU-R BT.709, 
IEC61966-2-4,

ITU-R BT.2020※10

ITU-R BT.709
ITU-R BT.709, 
IEC61966-2-4,

ITU-R BT.2020※11

ITU-R BT.709 IEC 61966-2-4

（参考）デジタルテレビジョン放送方式の比較

※１ 符号化率 1/2, 2/3, 3/4, 5/6, 7/8
※２ 符号化率 1/3, 2/5, 1/2, 3/5, 2/3, 3/4 , 7/9, 4/5, 5/6, 7/8, 9/10
※３ 符号化率 3/5, 2/3

※７ 基本サービス用
※８ ロスレスサービス用
※９ MPEG-2 Audio BCも使用可能

※４ 短縮化リードソロモン(204,188)
※５ 短縮化BCH（65535, 65343）
※６ 最大入力音声チャンネル数は22.2

※10 2160/P及び4320/Pの場合
※11 2160/Pの場合
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３．その他



３（１） ２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会の開催

「２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会」（以下「２０２０年東京大会」という。）は、日
本全体の祭典であるとともに、我が国のＩＣＴに関わるサービスやインフラの高度化を図り、世界に
日本のＩＣＴを発信する最高のチャンスとして期待されている。また、国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）
に提出された立候補ファイルにおいても、東京大会については、日本の優れたＩＣＴを活用した実
施していく旨を表明しているところである。

以上を踏まえ、本懇談会は、２０２０年東京大会以降の我が国の持続的成長も見据えた、２０２０
年に向けた社会全体のＩＣＴ化の推進の在り方について検討を行うことを目的とする。

目 的

検討内容

（１） 社会全体のＩＣＴ化の推進に向けたアクションプラン
① 実現を図るべき事項

（無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進、ＩＣＴを活用した多言語対応、４Ｋ・８Ｋや属性に応じた
情報提供を可能とするデジタルサイネージの推進、第５世代移動通信システムの実現、
オープンデータ等の活用、放送コンテンツの海外展開、情報共有や人材育成を通じた世界
に先駆けたサイバーセキュリティ基盤の構築等）

② 目標とすべき時期

（２） 官民の役割分担
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佐々木かをり 株式会社イー・ウーマン 代表取締役社長

坂内 正夫 国立研究開発法人情報通信研究機構 理事長

須藤 修 東京大学大学院情報学環・学祭情報学府 教授

知野 恵子 株式会社読売新聞東京本社 編集局企画委員

【オリンピック・パラリンピック組織委員会関係】

秋山 俊行 東京都副知事

武藤 敏郎
公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会
組織委員会事務総長

【関係省庁等】

平田 竹男 内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会
推進本部 事務局長

向井 治紀 内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室
室長代理（副政府CIO）

木村 徹也 スポーツ庁 審議官

竹内 芳明 経済産業省 大臣官房審議官（IT戦略担当）

北本 政行 国土交通省国土政策局 大臣官房審議官

３（２） 2020年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会 構成員名簿

（31名・敬称略・50音順、平成27年12月16日現在）

【通信事業者】

鵜浦 博夫 日本電信電話株式会社 代表取締役社長
小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社 取締役会長

宮内 謙 ソフトバンク株式会社 代表取締役社長兼CEO

【放送事業者】

井上 弘 一般社団法人日本民間放送連盟 会長
株式会社TBSテレビ代表取締役会長

西條 温 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 理事長

籾井 勝人 日本放送協会 会長

和崎 信哉 一般社団法人衛星放送協会 会長
株式会社ＷＯＷＯＷ 代表取締役会長

【システム・機器メーカ】

岩本 敏男 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 代表取締役社長

遠藤 信博 日本電気株式会社 代表取締役執行役員社長

髙橋 興三 シャープ株式会社 代表取締役社長

谷川 史郎 株式会社野村総合研究所 理事長

津賀 一宏 パナソニック株式会社 代表取締役社長

平井 一夫 ソニー株式会社 取締役 代表執行役 社長 兼 CEO

山本 正已 富士通株式会社 代表取締役会長

【広告関係者】

石井 直 株式会社電通 代表取締役社長執行役員

戸田 裕一 株式会社博報堂ＤＹﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 代表取締役社長
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連携・協力

幹
事
会

３（３） 2020年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 検討体制

２
０
２
０
年
に
向
け
た
社
会
全
体
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推
進
に
関
す
る
懇
談
会

報告

無料公衆無線LAN整備促進協議会 （会長：小林 忠男 無線LANビジネス推進連絡会 会長）

第5世代モバイル推進フォーラム（5GMF） （会長：吉田 進 京都大学 特任教授・名誉教授）

４K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合 （座長：伊東 晋 東京理科大学理工学部 教授）

（一社）次世代放送推進フォーラム （理事長：須藤 修 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授）

公共交通オープンデータ協議会
（会長：坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長）

（一社）オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構(VLED)
（理事長：坂村 健 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授、ＹＲＰﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ研究所所長）

連携・協力

連携・協力

連携・協力

報告

連携・協力

連携・協力

（
主
査
：坂
村

健

東
京
大
学
大
学
院
情
報
学
環
・
教
授
Ｙ
Ｒ
Ｐﾕ

ﾋ゙
ｷ
ﾀ
ｽ
･ﾈ

ｯ
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ｷ
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ｸ゙

研
究
所
所
長
）

（
座
長
：岡

素
之

住
友
商
事
株
式
会
社
相
談
役
）

スポーツ×ＩＣＴワーキンググループ

無料Wi-Fiの整備促進、周知広報、利用開始手続きの簡素化・一元化

グローバルコミュニケーション開発推進協議会 （会長：須藤 修 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授）

(一社) 放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ） （会長：岡 素之 住友商事（株） 相談役）

５Ｇの研究開発及び国際連携・標準化の推進、2020年での実用化

多言語音声翻訳技術の研究開発、実証の推進、10言語程度の社会実装

放送コンテンツの海外展開の促進

４Ｋ・８Ｋの実用放送の実現及び活用場面の拡大

スポーツ分野におけるＩＣＴの利活用方策の明確化

オープンデータの利用環境の整備、公共情報提供ワンストップサービスの実現

デジタルサイネージワーキンググループ連携・協力
報告

デジタルサイネージの機能の拡大（相互接続性確保）、普及

情報セキュリティ アドバイザリーボード （座長：徳田 英幸 慶應義塾大学 環境情報学部 教授）

世界一安全なサイバー空間の実現

連携・協力

等

連携・協力

連携・協力

都市サービスの高度化

都市サービス高度化ワーキンググループ
報告

サービス検討サブワーキンググループ

高度な映像配信サービスサブワーキンググループ

高度な映像配信サービス

（一社）デジタルサイネージコンソーシアム （理事長：中村 伊知哉 慶應義塾大学 教授）
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宿競技場

【各分野横断的なアクションプラン】

Ⅰ．都市サービスの高度化
－スマートフォンや交通系ＩＣカード等を活用。街中や公共施設のサイネージ、商業施設や宿泊施設等において、

訪日外国人、高齢者、障がい者をはじめ、誰もが、属性（言語等）や位置に応じた最適な情報やサービスを入手。

Ⅱ．高度な映像配信サービス
－映画館、美術館・博物館、競技場などの公共空間のデジタルサイネージ等大画面に対し、臨場感ある４Ｋ・８Ｋの

映像配信を実現。

言葉の壁をなくす 情報の壁をなくす 日本の魅力を発信する
デジタルサイネージの機能拡大
 災害時の情報一斉配信、属性に

応じた情報提供実現。
 このため、DSC※１中心に共通仕様策

定、サイネージの機能を共通化。

移動の壁をなくす
オープンデータの利活用推進
 公共交通の運行情報等がリアルタイム

に把握可能に。
 公共交通ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ研究会を

中心に観光地等における社会実証。

高度なICT利活用

世界最高水準のICTインフラ

多言語音声翻訳対応の拡充
 グローバルコミュニケーション開発推進

協議会中心に翻訳技術の社会実装化。
 対応する言語や分野の拡充（医療、

ショッピング、観光等分野）。

選手村駅

街 病院
観光地

空港
店舗

３（４） 2020年に向けた社会全体のＩＣＴ化 アクションプラン 概要

放送コンテンツの海外展開
 関係省庁連携の下、BEAJ※２を中

心に、放送局や権利者団体が協
力しつつ推進。

無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進

 無料公衆無線LAN整備促進協議会
中心に、認証連携等に着手。

 主要な公共拠点（約29000カ所）に整備。

接続の壁をなくす

2018年度までに放送コンテンツの
売上げを2010年度の約３倍に増加

2015年から認証連携等に着手
2020年までに公共拠点整備

2017年までに10言語での翻訳対応拡充 2015年度に共通仕様策定 2018年までに情報提供サービス実現

利用のストレスをなくす

第5世代移動通信システムの実用化

 第５世代モバイル推進フォーラム中心
に2017年度から5Gの技術統合実証。

2020年に5Gを世界に先駆けて実用化

通信容量 現在の1,000倍
通信速度 10Gbps、接続機器数 100倍

※1 DSC： 一般社団法人 デジタルサイネージコンソーシアム
※2 BEAJ： 一般社団法人 放送コンテンツ海外展開促進機構

※3 NexTVフォーラム：一般社団法人 次世代放送推進フォーラム

臨場感の向上、感動の共有

４Ｋ・８Ｋの推進
 NexTVフォーラム※３中心に

４Ｋ・８Ｋの実用放送開始等に
必要な環境整備。

2018年に４Ｋ・８Kの実用放送開始

利用の不安をなくす

2016年度までに体制・環境整備
2017年度から大規模演習等開始

実践的セキュリティ人材の育成

 ICT企業間での情報共有と、
大規模サイバー演習のための
ICT-ISAC（仮称）等体制整備。

2015年度中に実施地域、実施主体を決定、2016年度中実施地域での先行着手

2015年度中に実施地域、実施主体を決定、2016年度中実施地域での先行着手
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○ ４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合において第二次中間報告を取りまとめ、４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップを改訂し、公表（平成２７年７月３０日）。
（2016年にＢＳによる４Ｋ・８Ｋ試験放送開始、2017年に110度ＣＳによる４Ｋ試験放送開始、2018年にＢＳによる４Ｋ・８Ｋ実用放送及び１１０度ＣＳによる４Ｋ実用放送開始を
目標）

○ 総務省では、このロードマップに沿って、次のとおり、４Ｋ・８Ｋに関する許認可手続や制度整備を進めている。
・衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の試験放送の業務の認定申請受付（平成２７年１０月３０日～１１月３０日）、平成２８年春認定予定。
・衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送に向けた制度整備（平成２８年上半期）

○情報通信審議会においてＨＤＲ（high dynamic range）技術の４Ｋ・８Ｋ放送への導入を審議開始（平成２７年１１月）、平成２８年３月～４月取りまとめ予定。

平成２７年度の事業進捗

【推進体制】
○ ＮＨＫ及び（一社）次世代放送推進フォーラム（ＮｅｘＴＶフォーラム）が２０１６年開始予定のＢＳによる４Ｋ・８Ｋ試験放送の実施主体として申請（平成２７年１１月）
○ 「実用衛星を利用した高度高帯域衛星放送方式の送出・送信技術および８Ｋ映像復号技術の実用化にかかる技術の実証」 （平成２７年総務省事業）にＮｅｘＴＶフォーラ

ムも参画。

平成２８年度以降の予定

【スケジュール】

【主な取組】

○ 平成２７年７月には、万博開催中のミラノにおいて４Ｋ・８Ｋ展示、次世代放送セミナーを開催、８月には、ブラジル・サンパウロでSET Expo 2015のジャパン・パビリオンの
中で、NexTVフォーラムが参加・協力して、日本の４Ｋ放送・コンテンツを展示、また、タイ・バンコクでのNBTC Expo 2015において４Ｋ機器を展示、１０月には、米国ミュージ
アム・オブ・アーツ・アンド・デザイン において、文化庁と協力し、美術展の一部として８Ｋによる演出を実施、また、ロンドンでのラグビーワールドカップにあわせて開催され
た「PRESENTING JAPAN」において“Introduction to Next Generation TV”を開催するなど４Ｋ・８Ｋの海外展開を推進

○ ＩＰＴＶが４Ｋ実用放送（ひかりＴＶ（(株)ＮＴＴぷらら））開始（平成２７年１１月３０日）
○ ケーブルテレビが４Ｋ実用放送（ケーブル４Ｋ）開始（平成２７年１２月１日から３９社が開始。その他、８３社が実施予定。 ）
○ ＮｅｘＴＶフォーラムにおいて４Ｋ・８Ｋ放送の技術仕様（民間規格）を策定予定（平成２７年１２月）

３（５） ４Ｋ・８Ｋの推進

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

４Ｋ実用放送

４Ｋ・８Ｋ試験放送

124/8ＣＳ
ＣＡＴＶ

ＩＰＴＶ等

ＢＳ

124/8ＣＳ：2015年3月開始
ケーブル４Ｋ：2015年12月開始
ＩＰＴＶ：2015年11月開始

４Ｋ試験放送 ４Ｋ実用放送

４Ｋ・８Ｋ実用放送
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド

カ
ッ
プ

110度CS リ
オ
大
会

▲（４Ｋ・８Ｋ試験放送の実施主体の認定（春））

東
京
大
会
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年 オリンピック 導入された主な放送技術の内容

1964 東京

カラー放送＊１、衛星国際中継＊２、スローモーションＶＴＲ、マラソンの生中継、
接話マイク等

＊1：開会式及びバレーボール、体操、柔道など8競技
＊2：衛星中継で米国に伝送。米国からビデオテープが欧州等に

空輸され、21カ国で放送

1972 札幌（冬季） 全競技をカラー放送で放映

1988 ソウル ハイビジョン中継の導入

1992 バルセロナ ハイビジョン中継の本格化
デジタル放送導入（日本は未開始）

1996 アトランタ スーパースローモーションの導入

1998 長野（冬季） 大半の競技がハイビジョン映像に

2004 アテネ ハイビジョン国際共同制作の実施

2008 北京 全競技がハイビジョン映像に （中国で地上デジタル放送開始）

2012 ロンドン スーパーハイビジョンの伝送実験（パブリックビューイング）
３Ｄ放送

2014 ソチ（冬季） ハイブリッドキャストによるタイムシフト等の実施

1953
テレビ、本放送開始
（ＮＨＫ、日本テレビ放送網）

１９６０ ＮＨＫ、カラー放送開始

1971 ＮＨＫの全放送がカラー化

（参考：日本の放送の状況）

2000 ＢＳデジタル放送開始

2003 地上デジタル放送開始

1989
衛星放送（本放送：アナログ）
開始

1991
ハイビジョン（アナログ）
試験放送開始

1994
ハイビジョン（アナログ）
実用化試験放送開始

2011
ＢＳアナログ放送、地上アナログ放
送終了（被災３県除く）

2012 地上デジタル放送移行完了

2014
４Ｋ試験放送開始（CS、CATV、
IPTV）

2015
４ Ｋ 実 用 放送 開 始 （CS、 IPTV 、
CATV）

○ 世界中で多くの人々がテレビ観戦を楽しむオリンピックは、テレビ受信機の需要が高まる機会であるとともに、放送技術の進
展においても重要な役割を果たしてきた。

（参考） オリンピックと放送技術 28



第二 ３つのアクションプラン
一．日本産業再興プラン

４．世界最高水準のＩＴ社会の実現
（３）新たに講ずべき具体的施策

V)未来社会を支える情報通信環境整備
④ ４Ｋ・８Ｋ技術の展開

チャンネル数拡大に向けた新たな伝送路の確保のため、技術的実証と周波数割当等の必
要な制度整備を2017年度までに行い、2018年度までに衛星放送において実用放送を実現す
る。
また、医療及び教育分野においてこれらの技術を活用し、遠隔医療や教育の質の向上を

図るべく、本年度中に利活用方策の具体化を行い、来年度中に必要な技術を確立する。

「日本再興戦略」改訂2015 （平成27年6月30日 閣議決定）

（参考）政府の戦略における位置づけ ① 29

「経済財政運営と改革の基本方針2015」 （平成27年6月30日 閣議決定）

第２章 経済の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題
１．我が国の潜在力の強化と未来社会を見据えた改革

[３] イノベーション・ナショナルシステムの実現、ＩＴ・ロボットによる産業構造改革
（ＩＴ・ロボットによる産業構造の改革）

「世界最高水準のＩＴ利活用社会」の実現に向け、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に基づく
施策を着実に進める。（略）加えて、世界一安全なサイバー空間の実現や、公衆無線ＬＡＮ、自
動翻訳等による属性に応じた情報提供、４Ｋ・８Ｋなどの高度な映像サービスの実現等による社
会全体のＩＴ化とともに、未来の産業や社会変革を見据えた研究開発を推進する。（略）



Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取組
３．ITを利活用した安全・安心・豊かさが実感できる社会
（６）次世代放送・通信サービスの実現による映像産業分野の新事業創出、国際競争力の強化

高精細・高臨場感な4K・8K の放送サービスやデジタルサイネージ、放送番組とインターネットが本格的に連

携したスマートテレビによるコンテンツ配信やアプリケーションの利用などの次世代の放送サービスを世界に先

駆けて実現することにより、新たな市場の創出を図る。4K 放送については2015 年、8K 放送については2018 年

の実用放送開始を目指す。

このため、放送に関わる事業者が目標やアクションプランを共有・実行するための体制整備や、実用化に必要

な技術面・制度面のルールの策定・公開、国際標準化及び技術検証などの環境整備を行い、コンテンツやアプリ

ケーションの提供を行う意欲を持つ者なら誰でも参加できる、新しいオープンなメディア空間を創造し、2020

年には、4K・8K 放送が普及し、多くの視聴者が市販のテレビで4K・8K 番組やスマートテレビに対応したサービ

スを享受できる環境を実現する。

さらに、これらの導入実績を踏まえ、我が国の次世代放送・通信サービスをパッケージ化し、国際展開を図る。

世界最先端IT 国家創造宣言 （平成27年6月30日 閣議決定）

世界最先端ＩＴ国家創造宣言「工程表」（平成27 年6月30 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（改定））（利活用関係）

上記項目（３（６）について）

「4K・8K、スマートテレビ等高度な放送・通信連携サービス等の利活用」について、「健康・医療・介護、教育／国

民のIT利活用の促進、情報化による地域の活性化等」の各分野について「利活用方策の全国普及、及び海外展開を進め

る」ことを明記。

30（参考）政府の戦略における位置づけ ②


